(様式３－１）
　　年　　月　　日
愛知県知事　○○　○○　殿
事業所・団体の所在地
事業所･団体の名称
代表者の職･氏名　　　　　　　　　　　
　　　　年度認定職業訓練実施状況報告書
　　　　年４月３０日現在の認定職業訓練の実施状況を次のとおり報告します。
	＊事業の種類
	
	＊常用労働者数
	

	職業能力開発施設の名称
	

	職業能力開発施設の所在地
	


１　普通職業訓練(普通課程）及び高度職業訓練(専門課程）
（当年４月３０日現在の在籍者数を記入のこと。）
	職
業
訓
練
の
種
類
	訓

練

課

程

名
	訓練科名
	訓
練
期
間
	認
定
年
月
日
	訓練生数

	
	
	
	
	
	年度別内訳
(　)内は認定訓練を行う中小企業事業主(団体)に雇用されている者の内数
	学歴別内訳
(　)内は認定訓練を行う中小企業事業主(団体)に雇用されている者の内数

	
	
	
	
	
	第
一
年
度
	第
二
年
度
	第
三
年
度
	合
計
	中卒
学業
校者
数
	高卒
等業
学者
校数
	短卒
期業
大者
学数
	大卒
  業
  者
学数

	○○

職業

訓練

（　）
	○○
課程
	
	
	
	(  )
	(  )


	(  )


	(  )


	(  )
	(  )


	(  )


	(  )



	
	
	
	
	
	(  )
	(  )


	(  )


	(  )


	(  )
	(  )


	(  )


	(  )



	合計
	(  )
	(  )


	(  )


	(  )


	(  )
	(  )


	(  )


	(  )




２　普通職業訓練（短期課程）及び高度職業訓練（専門短期課程）
（当年度の年間計画数〈延定員〉を記入のこと。）
	職業訓練
の種類
	訓練
課程名
	訓練科名
及びコース名
	認定
年月日
	訓練
期間
	訓練
時間
	年間実
施回数
	訓練生数（うち認定訓練を行う中小企業事業主(団体)に雇用されている者）

	普通職業
訓　　練
(　　　)
	短　期
課　程
	
	
	
	時間
	回
	人

（　　　人）

	
	
	
	
	
	時間
	回
	人

（　　　人）

	
	
	
	
	
	時間
	回
	　　　　人

（　　　人）

	
	
	
	
	
	時間
	回
	　　　　人

（　　　人）

	合計
	　　　　人

（　　　人）


 （注）
１　事業主以外のものにあっては、＊印の欄には記入しないこと。
(1)「＊事業の種類」の欄には、日本標準産業分類中分類による産業名を記入すること。
(2)「＊常用労働者数」の欄には、企業全体で常時雇用されている労働者数を記入すること。
２「訓練生数」関係
(1)「職業訓練の種類」の欄には、「普通職業訓練」又は「高度職業訓練」の区分を記入し、学科について通信制により実施する場合には、（　）内に「通信制」と記入すること。
(2)　普通課程及び専門課程の「年度別内訳」欄及び「学歴別内訳」欄には、当年4月30日現在で在籍する訓練生の数を記入すること。
(3)　短期課程及び専門短期課程については、訓練科及びコースごとに年間計画数を記入すること。
３　各訓練課程ごとに小計欄を設けること。
４　訓練科（コース）は、休止中のもの（当年度訓練を実施しないもの）も含めて認定を受けている訓練科（コース）をすべて記入すること。
５　報告書の体裁は、A４版とすること。

６　訓練生数のうち、(　)内は認定訓練を行う中小企業事業主又は中小企業事業主の団体（団体の構成会員に占める中小企業事業主の割合が３分の２以上である団体に限る。）に雇用されている訓練生数の内数を記入すること。

※　中小企業事業主とは、資本金の額又は出資の総額が３億円（卸売業を主たる事業とする事業主については１億円、小売業・飲食店又はサービス業を主たる事業とする事業主については、５千万円）を超えない事業主又は常時雇用する労働者の数が300人（卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業主については100人、小売・飲食店を主たる事業とする事業主については50人）を超えない事業主であること。

（様式３－２）
　　　　年度認定職業訓練実施事業所・団体名簿
Ⅰ　事業所
	① 事業所の名称、所在地及び

代表者職・氏名（電話番号）
	（℡　　　－　　　－　　　　）

	② 事業の種類
	

	③ 常用労働者数
	

	④
集合
訓練
を

行う

施設
	自己所有・借用の別
	

	
	施設の名称及び訓練校名
並びに所在地（電話番号）
	（℡　　　－　　　－　　　　）

	
	構造及び規模
	

	
	訓練施設の長の職・氏名
	

	⑤ 施設指定関係
	

	⑥ 表彰歴等
	

	⑦ 連絡担当者

（電話番号、FAX、eメールアドレス）
	


（注）本表は、認定職業訓練実施主体が事業所の場合の様式である。
Ⅱ　団体
	① 団体の名称、主たる事務所の所在地及び代表者職・氏名（電話番号）
	（℡　　－　　－ 　　　　）

	② 団体の種類（設立年月日）
	（　　　年　　　月　　　日）

	③ 構成事業主数〈うち大企業〉
	〈　　　〉(派遣事業主数　　　　)

	④
集合
訓練
を

行う

施設
	自己所有・借用の別
	

	
	施設の名称及び訓練校名
並びに所在地（電話番号）
	（℡　　－　　－ 　　　　）

	
	構造及び規模
	

	
	訓練施設の長の職・氏名
	

	⑤ 施設指定関係
	

	⑥ 表彰歴等
	

	⑦ 連絡担当者

（電話番号、FAX、eメールアドレス）
	


（注）本表は、認定職業訓練実施主体が団体の場合の様式である。
（注）
１　本表は、４月末現在において現に認定職業訓練を実施している事業所及び団体の状況を記入すること。
２　Ⅰ及びⅡの①欄の事業所又は団体の名称は、略称ではなく正式名称を記入すること。
なお、誤読、難読のおそれがある場合にはふりがなを付すること。
３　Ⅰの②欄の「事業の種類」には、日本標準産業分類の中分類による産業名を記入すること。
４　Ⅱの②の欄の「団体の種類」には、次の分類区分に従ってその種類名を記入すること。
また、その設立年月日を（　　）内に記入すること。
「分類区分」
・職業能力開発協会
・職業訓練法人
・事業協同組合
・商工組合
・商工会議所
・商工会
・社団法人
・財団法人
・労働組合
・任意団体
５　Ⅰの③欄の「常用労働者数」には、認定職業訓練実施事業所において雇用されている常用労働者数を記入すること。
６　Ⅱの③欄の「構成事業主数」には、団体を構成する事業主の数を記入し、〈　　〉内に大企業の事業主の数を記入すること。また、（　　）内に本年度訓練生を派遣している事業主の数及び訓練生の派遣を予定している事業主の概数を記入すること。
７　Ⅰの④欄及びⅡの④欄の「自己所有・借用の別」には、自己所有、継続的借用（訓練のためいつでも使用し得る施設を確保している場合）、臨時的借用（必要なとき一時的に借用し、いつでも使用できるとは限らない場合）の区分を記入すること。
他に委託訓練を行っている場合には「委託訓練」と記載し、委託先の施設等について記入すること。
８　Ⅰの④欄及びⅡの④欄の「施設の名称及び訓練校名並びに所在地」には、自己所有の場合であって施設に独立した名称があるときには、その名称及び訓練校名を、借用の別には、「○○立○○公民館」、「△△立△△高校」というように、その施設の名称及び訓練校名を記入すること。また、その施設の所在地及び電話番号を記入すること。
なお、国庫補助又は雇用促進融資を受けて建設された訓練施設を使用している場合は、その旨を必ず併記すること。
９　Ⅰの④欄及びⅡの④欄の「構造及び規模」には、訓練に使用される施設について「鉄筋コンクリート造、コンクリートブロック造、木造モルタル造」等、構造別に教室、実習場、その他に区分して、床面積（単位㎡）を記入すること。
10　Ⅰの⑤欄及びⅡの⑤欄の「施設指定関係」には、「定時制高等学校との連携技能教育施設」、「電気工事士養成施設」、「自動車整備士養成施設」等の指定又は認定されている場合、その指定または認定の種類及び指定又は認定を受けた年月日を記入すること。
11　Ⅰの⑥欄及びⅡの⑥欄の「表彰歴等」には、認定職業訓練開始後、職業訓練に関し、厚生労働大臣（労働大臣）、都道府県知事等の表彰を受けた場合にはその種類及び表彰を受けた年月日等その他参考となるべき事項を記入すること。
12　Ⅰの⑦欄及びⅡの⑦欄の「連絡担当者」には、認定職業訓練実施状況報告書の内容について、県からの連絡に対応できる者の職名及び氏名並びに電話番号、FAX番号及びeメールアドレスを記入すること。
13　事業所の場合は、「Ⅱ　団体」の様式は省略すること。団体の場合は、「Ⅰ　事業所」の様式は省略すること。
（様式３－３)
　　　　年度認定職業訓練実績報告書（前年度）
１　普通職業訓練（普通課程）及び高度職業訓練（専門課程）
	①
職業
訓練
の

種  類
	②
訓
練
課
程
名
	③
 　訓  練  科  名
	訓
練
期
間
	訓練生数
	技能照査合格者数
及び不合格者数

	
	
	
	
	④
  訓 練 生 数

	⑤
  訓 練 修 了 者 数
	⑥

 訓練中止者数
	⑦
出席率
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	合格
者数
	不合格者数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	学科
のみ
不合格
	実技
のみ
不合格
	学科・
実　技
不合格
	合計

	
	
	
	
	総数
	1年度
	2年度
	3年度
	総数
	1年度
	2年度
	3年度
	離職者
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)

	
	
	
	
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)

	合計
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)
	(　)


（注）1　本表は、本年3月末日において、現に認定職業訓練を実施した訓練実績（前年4月1日から本年3月末日まで）を記入すること。
2　「①職業訓練の種類」の欄には、「普通職業訓練」又は「高度職業訓練」の区分を記入すること。
3　「②訓練課程名」の欄には、「普通課程」又は「専門課程」の区分を記入すること。
4　「③訓練科名」の欄には、休止中のもの（前年度訓練を実施しなかったもの）も含めて認定を受けている訓練科をすべて記入すること。この場合、名称は訓練基準に示された正式名称で記入する。略称を用いないこと。「機械系機械加工科」等。
5　「④訓練生数」の欄には、前年4月30日現在で在籍した訓練生の数を記入すること。なお、年度途中で編入者があった場合は、その数も含めて記入するとともに　＜　＞内に編入者数を内数で記入すること。（　）は認定訓練を行う中小企業事業主又は中小企業事業主の団体（団体の構成会員に占める中小企業事業主の割合が３分の２以上である団体に限る。）に雇用されている訓練生の内数を記入すること。
6　④欄の数と⑤欄及び⑥欄の合計の数とが一致すること。すなわち「④欄＝⑤欄＋⑥欄」となること。
7　「⑦出席率」の欄には、訓練科ごとの出席率及び訓練課程ごとの平均出席率を記入すること。

8　各訓練課程ごとに小計欄を設けること。

（様式３－３）
２　普通職業訓練（短期課程）及び高度職業訓練（専門短期課程）                                                                     

	①
 職業訓
 練　の
 種　類
	②
 訓　練
 課程名
	③
訓練科名及びコース名
	訓練生数

	
	
	
	訓 練
期 間
	訓 練
時 間
	年 間
実 施
回 数
	④　受講者の所属企業の規模
	⑤
訓練
修了
者数
	⑥訓練中止者数
	⑦
出席率

	
	
	
	
	
	
	受講者数
	１～
50人
	51～
100人
	101～
300人
	301～
以上
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	離職者
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	(  )
	
	
	
	
	(  )
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	(  )
	
	
	
	
	(  )
	
	
	

	合計
	
	
	
	(  )
	
	  
	
	
	(  )
	
	
	


（注）1　本表は、本年3月末日において、現に認定職業訓練を実施した訓練実績（前年4月1日から本年3月末日まで）を記入すること。
2　「①職業訓練の種類」の欄には、「普通職業訓練」又は「高度職業訓練」の区分を記入すること。
3　「②訓練課程名」の欄には、「短期課程」又は「専門短期課程」の区分を記入すること。
4　「③訓練科名及びコース名」の欄には、休止中のもの（前年度訓練を実施しなかったもの）も含めて認定を受けている訓練をすべて記入すること。この場合、名称は職業訓練認定申請書に記載したとおり記入する。また、訓練科コースを設けている場合は、コースごとに「OA機器科（ワープロコース）」、「OA機器科　（パソコンコース）」等と記入すること。なお、施行規則別表に基づく訓練科の場合は、「一級技能士コース　機械・プラント製図科」、「管理監督者コース　監督者訓練一科」等と記入する。
5　④欄の数と⑤欄及び⑥欄の合計の数とが一致すること。すなわち「④欄＝⑤欄＋⑥欄」となること。
6　「⑦出席率」の欄には、訓練科（コース）ごとの出席率及び訓練課程ごとの平均出席率を記入すること。
7　各訓練課程ごとに小計欄を設けること。また、訓練科コースを設けている場合は、訓練科ごとの小計欄を設けること。

8　④受講者数及び⑤訓練修了者数のうち、（　）は認定訓練を行う中小企業事業主又は中小企業事業主の団体（団体の構成会員に占める中小企業事業主の割合が３分の２以上である団体に限る。）に雇用されている訓練生数の内数を記入すること。
(様式3-4)

　　　　年度認定職業訓練の教科及び訓練時間数報告書（前年度）
１　普通職業訓練（普通課程）及び高度職業訓練（専門課程）
	職業
訓練
の

種類
	訓練
課程
名
	訓練科名
	教科の科目
	訓練時間数
	試験実施
年月日
	技能照査
実施
年月日

	
	
	
	
	第１
年度
	第２
年度
	合計
	集合訓練
時間数
	
	

	普通
職業
訓練
	普通
課程
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	


２　普通職業訓練（短期課程)及び高度職業訓練（専門短期課程）
	職業
訓練
の種類
	訓練
課程名
	訓練科名
及びコース名
	教科の科目
	訓練
時間数
	集合
訓練
時間数
	実施期間
	試験
実施
年月日

	普通

職業

訓練
	短期
課程
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	


（注）
１　本報告書は、前年４月１日から当年３月３１日までの実績を記入すること。
２　「訓練時間数」及び「集合訓練時間数」の欄には、学科、実技とも科目別にその時間数を記入すること。
３　「集合訓練時間数」とは、「訓練時間数」からOJT（仕事の現場で行う訓練）の時間数を差し引いた残りの時間数をいう。
なお、普通課程及び専門課程の訓練で訓練期間が２年以上の場合は、総訓練時間数に対する集合訓練時間数を科目別に記入すること。
４　本報告書は、前年度に実施したすべての訓練科（コース）について記入すること。
PAGE  

